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１． 平成 17 年 3 月期の業績予想（平成 16 年 4 月 1 日 ～ 平成 17 年 3 月 31 日） 

 

（１）連結業績予想          （百万円未満切捨） 

 売上高 

平成 17 年 3 月期予想 160,000 百万円   △0.8％ 

平成 16 年 3 月期実績 161,285 百万円  △24.2％ 

(注)パーセント表示は、前年同期比増減率 

 

（２）個別業績予想                          （百万円未満切捨） 

 売上高 受注高 

平成 17 年 3 月期予想 138,000 百万円    0.6％ 152,000 百万円   21.5％ 

平成 16 年 3 月期実績 137,176 百万円  △26.3％ 125,062 百万円  △4.6％ 

(注)パーセント表示は、前年同期比増減率 

 

【連結・個別業績予想に関する定性的情報等】 

 業績予想につきましては、平成16年5月21日に公表いたしました予想数値と変更はございません。 

 

 

２． 平成 17 年 3 月期第 1 四半期業績の概況(平成 16 年 4 月 1 日 ～ 平成 16 年 6 月 30 日) 

 

（１）個別受注実績                   （百万円未満切捨） 

 受注高 

平成 17 年 3 月期第 1 四半期 35,501 百万円    77.7％ 

平成 16 年 3 月期第 1 四半期 19,974 百万円   △8.6％ 

(注)①受注高は、当該四半期までの累計額 

②パーセント表示は、前年同四半期比増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

(参考)受注実績内訳                             (単位：百万円) 

区 分 
平成 17 年 3 月期 

第 1 四半期 

平成 16 年 3 月期 

第 1 四半期 
比 較 増 減 増減率 

国 内 官 公 庁 11,647 （ 32.8%） 13,059 （ 65.4%） △1,411  △10.8%  

国 内 民 間 8,364 （ 23.6%） 1,264 （  6.3%） 7,100  562.2%  

海    外 4,600 （ 13.0%） － （  0.0%） 4,600  －%  

土

木 

計 24,612 （ 69.3%） 14,323 （ 71.7%） 10,289  71.8%  

国 内 官 公 庁 2,688 （  7.6%） 1,412 （  7.1%） 1,277  90.5%  

国 内 民 間 7,775 （ 21.9%） 3,715 （ 18.6%） 4,060  109.3%  

海    外 － （   －%） － （   －%） －  －%  

建

築 

計 10,464 （ 29.5%） 5,126 （ 25.7%） 5,338  104.1%  

国 内 官 公 庁 14,336 （ 40.4%） 14,471 （ 72.4%） △134  △0.9%  

国 内 民 間 16,139 （ 45.5%） 4,978 （ 24.9%） 11,161  224.2%  

海    外 4,600 （ 13.0%） － （   －%） 4,600  －%  

建 

 

設 

 

事 

 

業 

合

計 

計 35,076 （ 98.8%） 19,449 （ 97.4%） 15,627  80.3%  

そ の 他 の 事 業 425 （  1.2%） 525 （  2.6%） △99  △18.9%  

合 計 35,501 （100.0%） 19,974 （100.0%） 15,527  77.7%  

(注)（ ）内のパーセント表示は、構成比率 

 

【個別受注実績に関する定性的情報等】 

 土木は、国内民間において大型土木工事の受注により前年同期より増加となっております。建築

は、国内官公庁においては国からの受注増加、また、国内民間においては店舗、宿泊施設の受注が

増加したことにより前年同期より増加となっております。受注全体としては、前年同期と比較して

77.7％の増加となっております。 

 

（２）当該四半期において企業集団の財政状態及び経営成績に重要な影響を与えた事象 

 

該当する事項は特に発生しておりません。 

 

 

 

 

 

 

以 上 

 


